様式第３号(第９条、第１２条関係)
年　　　月　　　日
下関市長　様

申請者（個人の場合は、住所及び氏名）　　　　　　

　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
下関市優良建築物等整備事業補助金交付（変更）申請書
　下関市優良建築物等整備事業補助金交付要綱第９条第１項（第１２条第１項）の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。

１．補助事業の名称　（　　　　　　　）地区優良建築物等整備事業
２．補助事業の目的及び内容

３．補助事業の実施計画
（別紙１のとおり）
４．補助事業の完了予定年月日  　　　 　　　年　　月　　日
　５．補助金の交付申請額 　　　　　　　　　　　　　　　千円
（補助事業に要する経費　　　　　　　 　　　  　　千円）
　

６．交付申請額の算出方法等
（別紙２のとおり）
別紙１

実　　施　　計　　画

１．工程表
	
	４  月
	５  月
	６  月
	７  月
	８  月
	９　月
	10
月
	11
月
	12月
	１　月
	２　月
	３　月

	調査設計計画
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	土地整備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	共同施設整備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　項目の各欄は、適宜記載すること。
※　各月の欄は、予定期間を実線で記載すること。
※　共同施設整備は、専有部整備を含む。
２．権利者等の現状

	関係権利者数


	人数

	
	
	賛成
	その他

	合　　　計
	
	
	

	内　　　訳
	土地所有者
	
	
	

	
	借地権者
	
	
	

	
	借家権者
	
	
	

	その他の権利者の状況
	


※　「その他の権利者の状況」欄は、具体的に記載すること。
３．現況の土地利用

	地区面積
	㎡
	建築敷地面積
	㎡

	空地率
	％
	建蔽率
	％

	道路率
	％
	容積率
	％

	構　造　別
	区　分
	建築面積
	割合
	延べ面積
	割合

	
	耐火
	㎡
	％
	㎡
	％

	
	非耐火
	㎡
	％
	㎡
	％

	
	合計
	㎡
	％
	㎡
	％

	用　　途　　別
	区　分
	延べ面積
	割合
	戸数
	地区内建築物の総棟数

	
	専用店舗
	㎡
	％
	戸
	

	
	併用店舗
	㎡
	％
	戸
	棟

	
	専用住宅
	㎡
	％
	戸
	地区内建物の総戸数

	
	その他
	㎡
	％
	戸
	

	
	合　計
	㎡
	％
	戸
	戸


４．建築物計画概要
	地区面積
	㎡
	建築敷地面積
	㎡

	建築面積
	㎡
	必要空地率
	％

	道路率
	％
	絶対空地率
	％

	建蔽率
	％
	公開空地率
	％

	容積率
	％
	みなし空地率
	％

	棟名
	階数

地上/地下
	延べ面積（構造）
	用途別の階層及び面積

	
	
	
	用途
	階
	面積

	
	
	㎡
	
	
	㎡

	計　　棟
	－
	－
	－
	－
	

	
	うち、権利床面積
	㎡

	
	　　　保留床面積
	㎡


５．保留床取得者等の状況
	保留床種類
	住宅
	商業
	公益
	駐車場
	その他

	保留床取得者（予定を含む。）
	
	
	
	
	

	取得者の性格
（地権者、企業等）
	
	
	
	
	

	保留床面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	保留床取得価格
	円
	円
	円
	円
	円

	床利用者（テナント）
	
	
	
	
	

	保留床取得に関する全体の状況及び今後の方針等
	


６．収支予算
収支予算（　　　）年度

収入の部
	科　　目
	予　算　額（円）
	算出の基礎

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


支出の部
	科　　目
	予　算　額（円）
	算出の基礎

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


· 「科目」欄は、適宜記載すること。
別紙２
１．補助金の交付申請額の算定方法及び経費の配分　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　目
	事　業　費
	補助対象経費
	補 助 率
	交付申請額

	調査設計計画
	
	
	
	

	土地整備
	
	
	
	

	共同施設整備
	
	
	
	

	用地取得
	
	
	
	

	専有部整備
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	総　　計
	今回交付申請額
	
	
	
	

	
	既交付決定額
	
	
	
	

	
	変更増減額
	
	
	
	


※　「事業費」欄は、実際に要する事業費を記載すること。

※　補助金の変更交付申請をする場合は、上段に今回交付申請額を記載し、下段に既交付決定額を（　）書きで記載すること。

※　用地取得及び専有部整備は、都市再構築型優良建築物等整備事業に限る。
添付資料

(1) 各項目の事業内容がわかるもの

(2) 各項目の事業費及び補助対象経費の算定根拠資料（市街地再開発事業等補助要領（昭和６２年５月２０日付け建設省住街発第４７号建設省住宅局長通知）及び住宅局所管事業関連共同施設整備等補助要領等細目（平成１２年３月２４日付け建設省住備発第４２号、住整発第２７号、住防発第１９号、住街発第２９号、住市発第１２号建設省住宅局長通知）による算定根拠を明確にした資料であること。）
２．補助金の交付申請額の算出方法の明細
（１）調査設計計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	項　　　　目
	事　　業　　費
	補助対象経費

	ア　基本構想作成費
	
	

	イ　事業計画作成費
	
	

	ウ　地盤調査費
	
	

	エ　建築設計費
	
	

	合　　　計
	
	


ア　基本構想作成費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区　分
	細　分
	数　量
	単　　位
	単　価

（千円）
	金　額

（千円）

	
	
	
	
	
	


　イ　事業計画作成費内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	区　分
	細　分
	数　量
	単　　位
	単　価

（千円）
	金　額

（千円）

	
	
	
	
	
	


　ウ　地盤調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	調査面積

（㎡）
	調査方法
	本数または箇所数
	単価

（千円）
	事業費

（千円）

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


　エ　建築設計費
	建築敷地面積
（㎡）
	建築面積

（㎡）
	建築延面積

（㎡）
	建築費単価

（千円/㎡）
	建築費

（千円）
	設計料率

（％）
	事業費

（千円）

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


（２）土地整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　（単位：千円）
	項　　目
	事　業　費
	補助対象経費

	ア　建築物除却等費
	
	

	イ　補償費等
	
	

	合　　　　計
	
	


※　補助金の変更交付申請をする場合は、上段に今回交付申請額を記載し、下段に既交付決定額を（　）書きで記載すること（以下同様）。

　ア　建築物除却等費
	構　造
	棟　数
	延面積

（㎡）
	単　価

（千円/㎡）
	事業費

（千円）

	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


　イ－１　補償費等
	項　目
	単　位

（件）
	数　量
	金　額

（千円）
	摘　要

	建物補償費
	
	
	
	

	建物補償費相当額
	
	
	
	

	工作物補償費
	
	
	
	

	立竹木補償費
	
	
	
	

	動産移転補償費
	
	
	
	

	仮住居補償費
	
	
	
	

	営業補償費
	
	
	
	

	地代家賃減収補償費
	
	
	
	

	移転雑費補償費
	
	
	
	

	地代補償費
	
	
	
	

	その他の補償費
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


　イ－２　補償費等内訳表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	図面対象番号
	所在地
	氏名
	物件補償費等
	その他補償
	合
計

	
	
	
	建　物
	工作物
	その他
	動産
	仮
住
居
	営
業
	雑
費

そ
の

他
	

	
	
	
	構造

階数

用途
	経過年数
	延面積
	単価
	評価額
	権利価額
	名称
	数量単位
	金額
	金額
	金額
	日数
	金額
	業種
	金額
	金
額
	

	
	
	
	
	年
	㎡
	円
	円
	円
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	
	円
	円
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※「物件補償費等」の「その他」欄には立竹木補償費、その他各種物件の移転補償費を、「その他補償費」の「雑費その他」欄には地代家賃減収補償費、移転雑費補償費、地代補償費、その他の補償費について記載すること。
（３）共同施設整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	施　設　名
	数　量
	事　業　費
	補助対象事業費

	（１）空地等整備費
	①通路整備費
	
	
	

	
	②駐車施設整備費
	
	
	

	
	③児童遊園整備費
	
	
	

	
	④緑地整備費
	
	
	

	
	⑤広場整備費
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	（２）供給処理施設
	①給水施設整備費
	
	
	

	
	②排水施設整備費
	
	
	

	
	③電気施設整備費
	
	
	

	
	④ガス供給施設整備費
	
	
	

	
	⑤電話施設整備費
	
	
	

	
	⑥ごみ処理施設整備費
	
	
	

	
	⑦情報通信施設整備費
	
	
	

	
	⑧熱供給施設整備費
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	（３）その他の施設整備費
	①共用通行部分整備費
	
	
	

	
	②防災性能強化工事費
	
	
	

	
	③防災関連施設整備費
	
	
	

	
	④防音・防振等工事費
	
	
	

	
	⑤社会福祉施設等との一体的整備費
	
	
	

	
	⑥立体的遊歩道及び人工地盤施設整備費
	
	
	

	
	⑦公共用通路整備費
	
	
	

	
	⑧駐車場整備費
	
	
	

	
	⑨機械室（電気室含む。）整備費
	
	
	

	
	⑩集会所及び管理事務所整備費
	
	
	

	
	⑪高齢者等生活支援施設整備費
	
	
	

	
	⑫子育て支援施設整備費
	
	
	

	
	⑬避難設備設置費
	
	
	

	
	⑭消火設備及び警報設備設置費
	
	
	

	
	⑮監視装置設置費
	
	
	

	
	⑯電波障害防除設備設置費
	
	
	

	
	⑰耐震改修費
	
	
	

	
	⑱アスベスト改修費
	
	
	

	
	⑲バリアフリー改修費
	
	
	

	
	⑳省エネ改修費
	
	
	

	
	21維持管理対策改修費
	
	
	

	
	22防災対策改修費
	
	
	

	
	23子育て支援対応改修費
	
	
	

	
	小　計
	
	
	

	合　計
	
	
	


※　都市再構築型優良建築物等整備事業に係る専有部整備に該当する項目は、記載しないこと。
（４）用地取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　目
	事　業　費
	補助対象経費

	用地取得費
	
	


従後地の土地の明細
	所　　在
	

	地　番
	地　目
	地　積（㎡）
	土地価格

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


従前地の土地の明細

	所　　在
	

	地　番
	地　目
	地　積（㎡）
	土地価格

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※　用地取得は、都市再構築型優良建築物整備事業に限る。
（５）専有部整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　目
	事　業　費
	補助対象経費

	専有部整備
	
	


	施　設　名
	数　量
	事　業　費
	補助対象事業費

	施設整備費
	①立体的遊歩道及び人工地盤施設整備費
	
	
	

	
	②駐車場整備費
	
	
	

	
	③高齢者等生活支援施設整備費
	
	
	

	
	④子育て支援施設整備費
	
	
	

	
	⑤公共用通路整備費
	
	
	

	
	⑥防災性能強化工事費
	
	
	

	
	⑦防災関連施設整備費
	
	
	

	
	⑧防音・防振等工事費
	
	
	

	
	⑨耐震改修費
	
	
	

	
	⑩アスベスト改修費
	
	
	

	
	⑪バリアフリー改修費
	
	
	

	
	⑫省エネ改修費
	
	
	

	
	⑬維持管理対策改修費
	
	
	

	
	⑭防災対策改修費
	
	
	

	
	⑮子育て支援対応改修費
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	合　計
	
	
	


※　既存建造物の改修により誘導施設の整備を行う事業において、賃借料及び歴史的建築物等の構造の補強に要する費用がある場合は、「その他」欄に記載すること。
※　専有部整備は、都市再構築型優良建築物等整備事業に限る。
３．添付図書

次の図書を添付すること。

	事業名称
	図書種別
	縮　尺
	摘　要

	共通
	位置図
	1/25,000以上
	都市計画総括図に優良建築物等整備事業区域を表示すること。

	事業計画作成
	事業計画作成区域図
	1/2,500以上
	白図を使用し、施行地区を赤線で表示し、地区内及びその周辺については建築用途別及び構造別の現況を表示すること。構造別の現況は、耐火建築別を黒枠で囲むことにより表示すること。

	地盤調査
	地盤調査図
	1/3,000以上
	地盤調査地点を表示すること。

	建築設計
	基本設計図
	1/500以上
	施設建築物各階平面図、二面以上の断面図及び立面図、施設建築敷地平面図

	建築物除却等
	除却計画図
	1/500以上
	除却すべき建築物等の位置、規模、構造及び整地区域を表示する図面

	共同施設整備

専有部整備
	共同施設計画図
	1/500以上
	補助対象に係る共同施設についてその位置、区域、規模、配置、ルート、寸法等を色を分けて表示すること。
図面は、施設ごとに簡潔明快なものとすること。


※添付図書の作成に当たっては、次の区分により色分けすること。
　ア　当該年度　　赤色

　イ　翌年度以降　黄色

　ウ　過年度分　　青色
項目





月








